
                                                                          

 

組織の概要 

 

 「東京湾再生推進会議」 

平成 13年 12月に都市再生本部の都市再生プロジェクト（第三次決定）として、水質汚濁が

慢性化している大都市圏の「海の再生」を図ることとされたことを受け、平成 14年 2月に関係省

庁及び関係地方公共団体を構成員として設置された。これまで、平成 15 年から平成 25年ま

で、平成 25 年から令和５年までをそれぞれ計画期間とする「東京湾再生のための行動計

画」を策定し、二期にわたって取組を進めてきた。また、令和５年からの「東京湾再生のた

めの行動計画（第三期）」を策定し、引き続き取組みを進めている。 

なお、推進会議の下部機関として「陸域対策分科会」、「海域対策分科会」、「モニタリング分科

会」が設けられている。 

    

「九都県市首脳会議環境問題対策委員会水質改善専門部会」 

       平成元年 6月の「首都圏環境宣言」を踏まえ、九都県市※（東京都・埼玉県・千葉県・神奈川県・

横浜市・川崎市・千葉市・さいたま市・相模原市）が協調して取り組むべき方策を検討するため、

平成元年 11月に環境問題対策委員会のもとに設置された。東京湾の水質改善に係る下水道の

整備、富栄養化対策等に関する事項の調査、検討、情報交換等を行っている。 

    ※ 平成元年当時は六都県市（東京都・埼玉県・千葉県・神奈川県・横浜市・川崎市） 

 

    「東京湾岸自治体環境保全会議」 

       昭和 48 年 6 月 に開催された「東京湾を囲む都市の公害対策会議」において東京湾の環境

保全と広域的対策を図るための早急な機構整備の必要性が提案されたことを機に、昭和 50 年

8 月に設立された。東京湾岸に面する１都 2県 16市１町 6特別区の 26自治体で構成され、住

民への環境保全に係る啓発や、連帯的・統一的な環境行政の推進を目的に湾岸地域の環境保

全に取り組んでいる。 

 

「東京湾再生官民連携フォーラム」 

「東京湾再生のための行動計画（第二期）」では、多様な関係者の参画による議論や行動の活

発化・多様化を図るための組織の設立が掲げられた。このことから、平成 25年 11月に「東京湾再

生官民連携フォーラム（以下「フォーラム」という）」が設立された。 

フォーラムでは、東京湾再生に意欲を持つ多様な人々が集い、現状や課題を理解・共有し、共

に解決策を模索し、東京湾の魅力を発掘・創出・発信すること等により、東京湾再生の輪を拡げる

活動に取り組むこと、そうした活動から育成・醸成された多様な関係者の多様な意見を尊重しつつ

総意をとりまとめ、「東京湾再生推進会議」へ提案する役割が期待されている。 
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